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告 示 (第1532号－第1545号)

○景観計画の策定 (都市計画課) １

○開発行為に関する工事の完了 (都市計画課) １

○青少年に有害な図書類の指定 (青 少 年 課) ２

○解除予定保安林に関する農林水産大臣からの通知 (森林保全課) ２

○特定非営利活動法人設立の認証申請 (社会活動推進課) ２

○特定非営利活動法人の定款変更の認証申請 (社会活動推進課) ２

○特定非営利活動法人の定款変更の認証申請 (社会活動推進課) ３

○大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定に基づく変更の届出

(中小企業振興課) ３

○平成22年度福岡県家畜体内受精卵移植に関する講習会の開催

(畜産課) ４

○県営土地改良事業計画の決定 (農村整備課) ４

○県営土地改良事業計画の決定 (農村整備課) ４

○県営土地改良事業計画の決定 (農村整備課) ４

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

(中小企業振興課) ４

○大規模小売店舗の新設の届出 (中小企業振興課) ５

公 告

○意見募集の結果の公示 (都市計画課) ６

○景観整備機構の指定 (都市計画課) ６

雑 報

○北九州高速道路の料金及び料金の徴収期間の認可における弾力的な割

引について (高速道路対策室) ６

○公立大学法人九州歯科大学平成21年度財務諸表に関する公告

(学 事 課) ７

○公立大学法人福岡女子大学平成21年度財務諸表に関する公告

(学 事 課) 25

○公立大学法人福岡県立大学平成21年度財務諸表に関する公告

(学 事 課) 42

福岡県告示第1532号

景観法 (平成16年法律第110号) 第８条第１項の規定に基づき､ 次の景観計画を定め

たので､ 同法第９条第６項の規定により告示する｡

当該景観計画の図書は､ 福岡県建築都市部都市計画課において公衆の縦覧に供する｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 景観計画の名称

筑後川流域景観計画

２ 景観計画の区域

大川市､ 小郡市､ 大刀洗町､ 大木町､ 広川町の区域

３ 効力の発生する日

平成23年１月１日

福岡県告示第1533号

次の開発行為に関する工事が完了したので､ 都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第

36条第３項の規定により公告する｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 開発区域に含まれる地域の名称
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糸島市志摩御床字徳房師2166番６

２ 開発許可を受けた者の所在地､ 名称及び代表者氏名

福岡市西区石丸２丁目13番16号

古川 正弘

福岡県告示第1534号

福岡県青少年健全育成条例 (平成７年福岡県条例第46号) 第16条第１項の規定に基づ

き､ 次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので､ 同条第６項の規定により

告示する｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1535号

農林水産大臣から､ 次のように保安林の指定の解除をしようとする旨の通知を受けた

ので､ 森林法 (昭和26年法律第249号) 第30条の規定により告示する｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 解除予定保安林の所在場所

みやま市瀬高町小田字東谷又2470の９から2470の２４まで､ 2470の28､ 2470の29､

2470の35から2470の39まで

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

指定理由の消滅

福岡県告示第1536号

特定非営利活動促進法 (平成10年法律第７号) 第10条第１項の規定に基づき､ 特定非

営利活動法人設立の認証申請があったので､ 同条第２項の規定により次のとおり公告す

る｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 申請のあった年月日

平成22年９月10日

２ 申請に係る特定非営利活動法人

� 名称

特定非営利活動法人セカンドライフ

� 代表者の氏名

�浪 吉晴

� 主たる事務所の所在地

福岡県小郡市力武255番地44

� 定款に記載された目的

この法人は､ 中高年層の独身者に対して､ 出会いの機会を企画して提供する活動

に関する事業を中心に様々なコミュニティの場を提供し､ 地方の過疎化防止､ 高齢

化社会の中で地域住民の交流を活性化し生きがいある社会にしていく事､ 老人世帯

､ 母子家庭､ 特に独居老人世帯の相互扶助と犯罪防止､ 少子化対策に寄与すること

を目的とする｡ また､ 今後の在日外国人の増加の必然性を考えると邦人にとっても

外国人にとっても協調と融和がますます求められるものと思われます｡ そのための

国際交流活動をも活動の目的とする｡

福岡県告示第1537号

特定非営利活動促進法 (平成10年法律第７号) 第25条第４項の規定に基づき､ 特定非
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種類 題 名 図書番号等 発行所 指定理由

図書 １ 実話時代10月号 雑誌15277-10 株式会社メディア
ボーイ

青少年の残虐性を
著しく助長し､ 又
は青少年の非行を
誘発し､ 若しくは
助長し､ その健全
な育成を阻害する
おそれがある｡

２ 実話ドキュメント
10月号

雑誌05267-10 株式会社竹書房

�



営利活動法人の定款変更の認証申請があったので､ 同条第５項において準用する同法第

10条第２項の規定により次のとおり公告する｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 申請のあった年月日

平成22年９月15日

２ 申請に係る特定非営利活動法人

� 名称

特定非営利活動法人こもれびの家

� 代表者の氏名

毛利 赫子

� 主たる事務所の所在地

福岡県八女郡広川町大字一條1065番地７

� 定款に記載された目的

(変更前) この法人は､ 地域の高齢者や子どもに対し､ 介護保険法に基づく介

護サービス､ 宅老所事業及び託児所に関する事業を行い､ 地域福祉の増進に

寄与することを目的とする｡

(変更後) この法人は､ 地域の高齢者や子どもに対し､ 介護保険法に基づく介

護サービス､ 宅老所事業､ 子育て支援及び子ども居場所づくりに関する事業

を行い､ 地域福祉の増進に寄与することを目的とする｡

福岡県告示第1538号

特定非営利活動促進法 (平成10年法律第７号) 第25条第４項の規定に基づき､ 特定非

営利活動法人の定款変更の認証申請があったので､ 同条第５項において準用する同法第

10条第２項の規定により次のとおり公告する｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 申請のあった年月日

平成22年９月９日

２ 申請に係る特定非営利活動法人

� 名称

特定非営利活動法人くらじたすけあいの会

� 代表者の氏名

福本 佳子

� 主たる事務所の所在地

福岡県宮若市磯光1312番地３

� 定款に記載された目的

この法人は､ 地域住民の助け合いにより､ 明るく安心な福祉社会をつくることを

目指して､ 高齢者や障害者等に対する介護保険法に基づく居宅サービス事業や在宅福

祉サービス等に係る事業を行うとともに､ 子育て､ 家庭教育等に関する相談及び支援

に係る事業を行い､ 地域福祉の増進及び子どもの健全育成に寄与することを目的とす

る｡

福岡県告示第1539号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第６条第１項の規定に基づき､ 同法第

５条第１項の規定による届出があった大規模小売店舗について､ 変更の届出があったの

で､ 同法第６条第３項において準用する同法第５条第３項の規定により次のとおり公告

する｡

なお､ 当該届出及び添付書類は､ この公告の日から４月間､ 福岡県商工部中小企業振

興課及び福岡中小企業振興事務所において縦覧に供する｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 届出年月日

平成22年９月14日

２ 大規模小売店舗の名称及び所在地

� 名 称 水巻ショッピングバザール

� 所在地 福岡県遠賀郡水巻町大字古賀字丸山1454－１ 外

３ 大規模小売店舗の所在地

�

�

�

�

�

�
�
�

�
�
�

�

�

�

�
�

	


�
�
�



�



福岡県告示第1540号

福岡県家畜改良増殖法施行細則 (昭和25年福岡県規則第106号) 第２条第２項の規定

に基づき､ 次のように平成22年度福岡県家畜体内受精卵移植に関する講習会の開催場所

及び期日を告示する｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1541号

土地改良法 (昭和24年法律第195号) 第87条第１項の規定に基づき､ 県営土地改良事

業計画を定めたので､ 同条第５項の規定により公告し､ その関係書類を次のように縦覧

に供する｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1542号

土地改良法 (昭和24年法律第195号) 第87条第１項の規定に基づき､ 県営土地改良事

業計画を定めたので､ 同条第５項の規定により公告し､ その関係書類を次のように縦覧

に供する｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1543号

土地改良法 (昭和24年法律第195号) 第87条第１項の規定に基づき､ 県営土地改良事

業計画を定めたので､ 同条第５項の規定により公告し､ その関係書類を次のように縦覧

に供する｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1544号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号｡ 以下 ｢法｣ という｡ ) 第５条第１項の

規定による届出について､ 法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を､ 同条第３項の規定により次のとおり公告する｡

なお､ 当該意見は､ この公告の日から１月間､ 福岡県商工部中小企業振興課及び北九

州中小企業振興事務所において縦覧に供する｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

� 名 称 ホームプラザナフコ椎田店

� 所在地 福岡県築上郡築上町大字宇留津76番１ 外

２ 法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要
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変 更 前 変 更 後

株式会社ダイエー
代表取締役 西見 徹

株式会社ダイエー
代表取締役 桑原 道夫

講習会開催場所

筑紫野市大字吉木1269番地
福岡県農業総合試験場
筑紫野市大字吉木767番地
福岡県農業大学校

講習会開催期日 平成23年１月17日から同年２月８日まで

縦 覧 に 供 す る 書 類 縦 覧 期 間 縦覧場所

県営立花２期地区土地改良 (農業用用排水
施設整備) 事業計画書の写し

平成22年10月１日から
平成22年11月１日まで

八女市役所

縦 覧 に 供 す る 書 類 縦 覧 期 間 縦覧場所

県営立花２期地区土地改良 (農道整備事業
) 事業計画書の写し

平成22年10月１日から
平成22年11月１日まで

八女市役所

縦 覧 に 供 す る 書 類 縦 覧 期 間 縦覧場所

県営立花２期地区土地改良 (農地造成) 事
業計画書の写し

平成22年10月１日から
平成22年11月１日まで

八女市役所

�



� 駐車需要の充足等交通に係る事項

駐車台数と駐輪台数は十分なスペースを確保しているので､ 問題ないと思われる

が新規開店時や予想以上に集中した場合は､ 車両の誘導､ 歩行者の安全対策､ 国道

10号線からの車の出入時の交通事故等､ 係員を配置して十分な注意をすること｡

来客車両や搬入車両は店舗敷地内で処理すること｡ 外部車両については適切な交

通処理を指導されたい｡

また､ 交差点付近であることや､ 国道10号線の交通量を考えると､ 入出口での右

折車の渋滞が懸念されるので対応をお願いしたい｡

高齢者､ 車椅子での来店者に対しての特段の配慮をお願いしたい｡

� 歩行者の通行の利便の確保等

意見なし

� 廃棄物減量化及びリサイクルについての配慮

意見なし

� 防災・防犯対策への協力

意見なし

� 騒音の発生に係る事項

意見なし

� 廃棄物に係る事項等

意見なし

� 街並みづくり等への配慮等

意見なし

� その他

意見なし

福岡県告示第1545号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第５条第１項の規定に基づき､ 大規模

小売店舗の新設の届出があったので､ 同条第３項の規定により次のとおり公告する｡

なお､ 当該届出及び添付書類は､ この公告の日から４月間､ 福岡県商工部中小企業振

興課及び福岡中小企業振興事務所において縦覧に供する｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 届出年月日

平成22年９月15日

２ 大規模小売店舗の名称及び所在地

� 名 称 (仮称) ニトリ大牟田店

� 所在地 福岡県大牟田市船津町388番 外

３ 大規模小売店舗を設置する者及び当該大規模小売店舗において小売業を行う者の氏

名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

� 大規模小売店舗を設置する者

� 当該大規模小売店舗において小売業を行う者

４ 大規模小売店舗を新設する日

平成23年５月16日

５ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

5,163平方メートル

６ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

� 駐車場の位置及び収容台数

� 駐輪場の位置及び収容台数

� 荷さばき施設の位置及び面積

�
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氏 名 又 は 名 称 住 所

株式会社ニトリ 北海道札幌市手稲区新発寒六条一丁目５番80号

氏 名 又 は 名 称 住 所

株式会社ニトリ 北海道札幌市手稲区新発寒六条一丁目５番80号

駐 車 場 の 位 置 収容台数 (台)

福岡県大牟田市船津町288番 外 121

駐 輪 場 の 位 置 収容台数 (台)

福岡県大牟田市船津町388番 外 37

�



� 廃棄物等の保管施設の位置及び容量

７ 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻

� 駐車場において来客の自動車が駐車することができる時間帯

午前９時30分から午後９時30分まで

� 駐車場の自動車の出入口の数及び位置

１ヶ所 福岡県大牟田市船津町388番 外

� 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時00分から午後10時00分まで

公告

福岡県美しいまちづくり条例施行規則の一部を改正する規則案について､ 平成22年７

月１日から同月30日までの間､ 御意見を募集しました｡

その結果､ 提出された御意見はありませんでしたが､ 内容等を再検討し､ 次のとおり

一部変更を行った上で平成22年10月１日に公布しました｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

変更点 下線は変更部

公告

景観法 (平成16年法律第110号) 第92条第１項の規定に基づき､ 景観整備機構を指定

したので､ 同条第２項の規定により､ 次のとおり公告します｡

平成22年10月１日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 景観整備機構の名称

社団法人 福岡県建築士会

２ 景観整備機構の住所

福岡県福岡市博多区博多駅東３－14－18 福岡建設会館６階

３ 景観整備機構の事務所の所在地

福岡県福岡市博多区博多駅東３－14－18 福岡建設会館６階

４ 指定年月日

平成22年10月１日

福岡北九州高速道路公社公告第２号

平成20年10月31日付け福岡北九州高速道路公社公告第８号 (以下 ｢公告｣ という｡ )

３�イ②に基づき国土交通大臣に届出をしたことに伴い､ 平成22年３月31日付け福岡北

九州高速道路公社公告第８号の一部を下記のとおり変更するので公告する｡

平成22年10月１日

福岡北九州高速道路公社 理事長 渡口 潔
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荷さばき施設の位置 面積 (平方メートル)

福岡県大牟田市船津町388番 外 78

廃棄物等の保管施設の位置 容量 (立方メートル)

福岡県大牟田市船津町388番 外 44.01

小売業者の氏名 開店時刻 閉店時刻

株式会社ニトリ 午前10時 午後９時

公 告

変更前 変更後

様式第１号及び様式第２号の一部 様式第１号及び様式第２号の一部

地域の

別
景域の別

□河川の軸 □山の景域 □谷あ

いの景域 □丘の景域 □田園の

景域 □堀割・クリークの景域□

干拓地の景域 □まちの景域

地域の

別
景域の別 の景域・軸

重要景観

の別

特定基準

の別

雑 報

�



２を次のように改める｡

２ 北九州高速コーポレートカード割引の弾力的な割引及び実施する期間

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの間､ 公告３�イ①で定める表の割引

率の欄中 ｢３％｣ を ｢11％｣ に､ ｢６％｣ を ｢14％｣ に､ ｢12％｣ を ｢20％｣ に､ ｢18

％｣ を ｢26％｣ にそれぞれ変更する｡

公告

地方独立行政法人法 (平成15年法律第118号) 第34条第４項の規定に基づき､ 公立大

学法人九州歯科大学平成21年度財務諸表について､ 次のとおり公告します｡

平成22年10月１日

公立大学法人九州歯科大学

理事長 福田 仁一�
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（単位：千円）

Ⅰ 　固定資産
１ 有形固定資産
土地 2,031,417
建物 17,648,978
減価償却累計額 ▲ 599,797
減損損失累計額 ▲ 18,184 17,030,996

構築物 390,151
減価償却累計額 ▲ 14,168 375,982

工具器具備品 760,818
減価償却累計額 ▲ 402,838 357,980

医療用工具器具備品 143,536
減価償却累計額 ▲ 31,142 112,393

リース資産 136,047
リース資産減価償却累計額 ▲ 67,182 68,864

図書 204,859
美術品 22,761
建設仮勘定 2,100
有形固定資産合計 20,207,355

２ 無形固定資産
ソフトウェア 26,123
電話加入権 75
無形固定資産合計 26,198

３ 投資その他の資産
敷金・保証金 265
投資その他の資産合計 265
固定資産合計 20,233,819

Ⅱ 　流動資産
現金及び預金 744,158
未収学生納付金収入 1,392
未収附属病院収入 138,673
徴収不能引当金 ▲ 515 138,158

その他の未収入金 16,530
たな卸資産 815
医薬品及び診療材料 21,516
前払費用 84

流動資産合計 922,657
資産合計 21,156,476

2010/6/9 5:50 PM
貸 借 対 照 表
（平成22年3月31日）

資産の部
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Ⅰ 　固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金等 47,858
資産見返補助金等 310,888
資産見返寄附金 51,237
資産見返物品受贈額 572,332
建設仮勘定見返運営費交付金等 2,100 984,416

長期リース債務 34,916
固定負債合計 1,019,332

Ⅱ 　流動負債
運営費交付金債務 161,304
授業料債務 1,871
寄附金債務 16,557
前受受託研究費等 878
前受共同研究費等 1,455
前受金 1,285
未払金 307,253
未払消費税等 581
預り金 59,827
リース債務 22,709

流動負債合計 573,726
負債合計 1,593,059

Ⅰ 資本金
地方公共団体出資金 19,679,209
資本金合計 19,679,209

Ⅱ 資本剰余金
資本剰余金 127,369
損益外減価償却累計額（▲） ▲ 601,977
損益外減損損失累計額（▲） ▲ 18,184
資本剰余金合計 ▲ 492,791

Ⅲ 利益剰余金
教育研究診療等改善目的積立金 231,309
当期未処分利益 145,691
（うち当期総利益） (145,691)
利益剰余金合計 377,000
純資産合計 19,563,417
負債純資産合計 21,156,476

負債の部

純資産の部
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（単位：千円）

業務費
教育経費 176,374
研究経費 190,522
診療経費 694,938
教育研究支援経費 37,586
受託研究費 11,836
受託事業費 3,955
役員人件費 44,755
教員人件費 1,131,469
職員人件費 635,180 2,926,618

一般管理費 297,442
財務費用
支払利息 2,201 2,201

雑損 4,159
経常費用合計 3,230,422

運営費交付金収益 1,529,387
授業料収益 332,794
入学金収益 60,292
検定料収益 8,015
附属病院収益 1,134,944
受託研究等収益
その他の団体 13,495 13,495

受託事業等収益
国及び地方公共団体 4,140 4,140

補助金等収益 75,896
寄附金収益 12,616
その他の業務収益 920
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金等戻入 7,917
資産見返補助金等戻入 99,562
資産見返寄附金戻入 6,237
資産見返物品受贈額戻入 20,271 133,990

財務収益
受取利息 358
その他の財務収益 223 581

雑益
財産貸付料収益 12,427
手数料収益 2,399
科学研究費間接経費収入 21,582
その他の雑益 10,563 46,972
経常収益合計 3,354,047

123,624

臨時損失
前期損益修正損 36,363
その他の臨時損失 2,441 38,804

臨時利益
物品受贈益 13,713
徴収不能引当金戻入益 756
前期損益修正益 42,550
その他の臨時利益 3,850 60,870

当期純利益 145,691

当期総利益 145,691

経常収益

経常利益

2010/6/9 5:50 PM
損 益 計 算 書

（平成21年4月1日～平成22年3月31日）

経常費用
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 962,234 962,234 962,234 962,234
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42,49042,49042,49042,490

56,3 856,3 856,3 856,3 8

 46,229 46,229 46,229 46,229

 5,260 5,260 5,260 5,260
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744, 58744, 58744, 58744, 58
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（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 145,691,017

当期総利益 145,691,017

Ⅱ 利益処分額

地方独立行政法人法第40条第3項により
設立団体の長の承認を受けた額

教育、研究及び診療の質の向上並びに
組織運営の改善目的積立金 145,691,017 145,691,017 145,691,017

利益の処分に関する書類
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2,926,6 8

297,442

2,20

4, 59

38,804 3,269,226

(2)

 332,794

 60,292

 8,0 5

 920

 , 34,944

 3,495

 4, 40

 2,6 6

 7,9 7

 6,237

 58

 25,389

 60,870  ,668,2 6

,60 ,0 0

544,8 0

8, 84

4,682

65,58

39,980 39,980

2,484,249
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注 記 事 項      
 

 
Ⅰ 重要な会計方針 
 
１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

   原則として、期間進行基準を採用しております。 
なお、退職一時金及び個人業績評価加算、特別交付金のうちの特別経費については費用進行基準を

採用しております。 
 
２ 減価償却の会計処理方法 
（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 
耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としております。主な資産の耐用年数は以下
のとおりであります。 
建物         ６～４５年 
構築物       １０～６０年 
工具器具備品     ５～１５年 

 医療用工具器具備品  ４～０８年 
なお、受託研究等収入により購入の資産については、当該受託研究期間を耐用年数としておりま
す。 
また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８４）の減価償却相当額については、財産 
的基礎の減少と考えるべきであることから損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表 
示しております。 

 
（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて

おります。 
 
３ 引当金の計上基準 
（１）徴収不能引当金の計上基準 

債権の回収不能による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
 

（２）賞与引当金及び見積額の計上基準 
役員及び教職員に対して支給する賞与については、翌期以降の運営交付金により財源措置がなさ

れているため、賞与引当金は計上しておりません。 
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引当外

賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。 
 
（３）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は
計上しておりません。 
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人

会計基準第８６に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しており
ます。 
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４ たな卸資産の評価基準及び評価方法 
（１）たな卸資産（貯蔵品）  評価基準：低価法  評価方法：最終仕入原価法 
 
（２）医薬品及び診療材料   評価基準：低価法  評価方法：最終仕入原価法 

 
５ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 
１０年利付国債の平成２２年３月末利回りを参考に、１．３９５％で計算しております。 

 
６ リース取引の会計処理 
リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 
 
７ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 
 
 
Ⅱ 会計処理の変更 
 
 １ 固定資産の減損に係る会計基準の適用 
   当事業年度から「固定資産の減損に係る地方独立行政法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る

地方独立行政法人会計基準注解」(平成２０年１１月２７日 総務省告示)並びに「固定資産の減損に
係る地方独立行政法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る地方独立行政法人会計基準注解」に関
するＱ＆Ａ（平成２１年３月 総務省自治行政局 総務省自治財務局 日本公認会計士協会）を適用
しております。 

   なお、この変更により、建物減損損失累計額及び損益外減損損失累計額に18,184千円の計上を行っ
ておりますが、損益に与える影響はありません。 

 
 ２ 改訂後の地方独立行政法人会計基準の適用 
   当事業年度から改訂後の「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人会計基準注解」(平

成２０年１１月２７日 総務省告示)並びに「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人会
計基準注解」に関するＱ＆Ａ（平成２１年３月 総務省自治行政局 総務省自治財務局 日本公認会
計士協会）を適用しております。 

 
（１） 引当外賞与増加見積額 

当事業年度から行政サービス実施コスト計算書に引当外賞与増加見積額を計上しております。こ 
の変更による行政サービス実施コストに与える影響額は14,682千円であります。 

 
（２） 資本及び純資産 

当事業年度から「資本」を「純資産」として表示しております。従来の「資本の部」  

9,563,4 7  
 
 
Ⅲ 「貸借対照表」注記 
  
１ 賞与引当金の見積額 
  運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額は164,943千円です。 

 
２ 退職給付引当金の見積額 
 運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額は1,319,609千円です。 
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Ⅳ 「キャッシュ・フロー計算書」注記 
 
１ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 
  平成２２年３月３１日 

現金及び預金  744,158千円 
 

２ 重要な非資金取引の内容 
当事業年度に受け入れた現物出資の額は、土地1,229,453千円及び建物17,501,800千円です。また、

無償譲与により固定資産等393,643千円を受け入れております。 
 

 
Ⅴ 「行政サービス実施コスト計算書」注記 
   
１ 引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額の対象  

引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額の中には、福岡県からの派遣職員に係るもの
が以下のとおり含まれております。 
 ・引当外賞与増加見積額のうち派遣職員に係る額      6,758千円 
 ・引当外退職給付増加見積額のうち派遣職員に係る額   109,569千円 

 
 
Ⅵ 減損会計関係 
  １ 減損の認識 
   当事業年度において、以下の資産について減損処理いたしました。 
（１） 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 

（単位:千円） 
用 途 種 類 場 所 帳簿価額 
教育校舎 建物 北九州市小倉北区清水5丁目2525番地-1 18,184 

 
（２） 減損の認識に至った経緯 

福岡県が実施した九州歯科大学改築工事によって、平成１８年度末に教育・研究機能が真鶴 
キャンパスに集約されたことに伴い、清水キャンパスについては現在使用しておらず、今後も使
用の予定が無いことから減損を認識し、帳簿価額（残存価額）を１円まで減額しております。 

 
（３） 減損額の内訳 

  （単位:千円） 
種 類 損益計算書計上額 損益計算書に計上していない額 

（損益外減損損失累計額） 
計 

建物 － 18,184 18,184 
 

 
Ⅶ 重要な後発事象 
  該当事項はありません。 
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（単位：千円）

当　  期
償 却 額

当    期
損 益 内

当    期
損 益 外

建物 145,992 17,501,800 - 17,647,792 599,539 531,479 18,184 - 18,184 17,030,068 注１、注３

構築物 - - - - - - - - - -

有形固定資産 工具器具備品 2,319 - - 2,319 918 579 - - - 1,401

（特定償却資産） 医療用器具備品 - - - - - - - - - -

リース資産 - - - - - - - - - -

図書 - - - - - - - - - -

計 148,311 17,501,800 - 17,650,111 600,457 532,059 18,184 - 18,184 17,031,469

 建物 1,186 - - 1,186 258 83 - - - 928

構築物 10,220 379,930 - 390,151 14,168 12,362 - - - 375,982 注２

有形固定資産 工具器具備品 736,079 23,475 1,056 758,498 401,920 114,972 - - - 356,578 注５、注６

（特定償却資産以外） 医療用器具備品 56,088 88,551 1,103 143,536 31,142 9,751 - - - 112,393 注７、注８

リース資産 219,782 - 83,734 136,047 67,182 32,037 - - - 68,864 注４

図書 238,847 2,375 36,363 204,859 - - - - - 204,859 注９

計 1,262,205 494,332 122,258 1,634,280 514,672 169,207 - - - 1,119,607

土地 801,963 1,229,453 - 2,031,417 - - - - - 2,031,417 注１

美術品 22,761 - - 22,761 - - - - - 22,761

建設仮勘定 - 2,100 - 2,100 - - - - - 2,100

計 824,725 1,231,553 - 2,056,279 - - - - - 2,056,279

土地 801,963 1,229,453 - 2,031,417 - - - - - 2,031,417

建物 147,178 17,501,800 - 17,648,978 599,797 531,563 18,184 - 18,184 17,030,996

構築物 10,220 379,930 - 390,151 14,168 12,362 - - - 375,982

工具器具備品 738,399 23,475 1,056 760,818 402,838 115,552 - - - 357,980

医療用器具備品 56,088 88,551 1,103 143,536 31,142 9,751 - - - 112,393

リース資産 219,782 - 83,734 136,047 67,182 32,037 - - - 68,864

図書 238,847 2,375 36,363 204,859 - - - - - 204,859

美術品 22,761 - - 22,761 - - - - - 22,761

建設仮勘定 - 2,100 - 2,100 - - - - - 2,100

計 2,235,242 19,227,686 122,258 21,340,670 1,115,130 701,267 18,184 - 18,184 20,207,355

無形固定資産 ソフトウェア 4,798 - - 4,798 1,519 959 - - - 3,278 注10、注11

（特定償却資産） 計 4,798 - - 4,798 1,519 959 - - - 3,278

無形固定資産 ソフトウェア 36,583 6,363 189 42,757 19,912 6,905 - - - 22,844

（特定償却資産以外） 計 36,583 6,363 189 42,757 19,912 6,905 - - - 22,844

電話加入権 75 - - 75 - - - - - 75

計 75 - - 75 - - - - - 75

ソフトウェア 41,381 6,363 189 47,556 21,432 7,865 - - - 26,123

無形固定資産合計 電話加入権 75 - - 75 - - - - - 75

計 41,456 6,363 189 47,631 21,432 7,865 - - - 26,198

敷金・保証金 265 - - 265 - - - - - 265

計 265 - - 265 - - - - - 265

　注）１　土地・建物の当期増加額は県より受けた現物出資であります。
　注）２　構築物の当期増加額は県より受けた無償譲与であります。
　注）３　建物減価償却累計額には過年度補正分11,790千円が含まれております。なお、当期償却額には過年度補正分は含まれておりません。
　注）４　リース資産の当期減少額はリース期間満期による減少83,504千円（過年度終了補正分52,747千円含む）及び、過年度取得金額補正230千円による
　　　　　ものであります。
　注）５　工具器具備品の当期減少額には過年度補正分1,056千円が含まれております。
　注）６　工具器具備品減価償却累計額には過年度補正分11,309千円が含まれております。なお、当期償却額には過年度補正分は含まれておりません。
　注）７　医療用工具器具備品の当期増加額には過年度補正分1,056千円、当期減少額には過年度補正分1,103千円が含まれております。
　注）８　医療用工具器具備品減価償却累計額には過年度補正分9,693千円が含まれております。なお、当期償却額には過年度補正分は含まれておりません。
　注）９　図書の当期減少額には過年度補正分36,363千円が含まれております。
　注）10　ソフトウエアの当期増加額には過年度修正分1,103千円、減少額には過年度補正分189千円が含まれております。
　注）11　ソフトウエアの減価償却累計額には過年度修正分1,457千円が含まれております。なお、当期償却額には過年度修正分は含まれておりません。

非償却有形固定資産

（１）固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第84　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに
　　　減損損失の明細

附附附附　　　　属属属属　　　　明明明明　　　　細細細細　　　　書書書書

資　産　の　種　類 期   首
残   高

当    期
増 加 額

当    期
減 少 額

期   末
残   高

減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額 差    引
当 期 末
残    高

摘
要

非償却無形固定資産

投資その他の資産

有形固定資産合計

当期増減額の特殊要因は以下のとおりです。
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(3)　有価証券の明細
(3)－1　流動資産として計上された有価証券

該当事項はありません。

(3)－2　投資その他の資産として計上された有価証券

該当事項はありません。

(4)　長期貸付金の明細

該当事項はありません。

(5)　長期借入金の明細

該当事項はありません。

(6)　引当金の明細
(6)－1　引当金の明細

該当事項はありません。

(6)－2　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

注) 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額をもって
　　貸倒引当金を計上しております。

(6)－3　退職給付引当金の明細

該当事項はありません。

計 149,444 ▲ 9,378 140,066 6,479 ▲ 5,964 515

515
注)
-

未収附属病院収入 147,677 ▲ 9,004 138,673 5,094 ▲ 4,579

未収学生納付金収入 1,392 1,384 ▲ 1,384

(2)　たな卸資産の明細

当期増減額

1,766 ▲ 373

（単位：千円）

区　分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

摘要
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 期末残高

当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替 その他

たな卸 資産 725 815 － 725 － 815

医薬品及び診
療 材 料 18,386 21,516 － 18,386 － 21,516

計 19,112 22,332 － 19,112 － 22,332

　　　　　　（単位：千円）

種　類 期首残高

当期増加額 当期減少額

期末残高 摘　要
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(7)　保証債務の明細

該当事項はありません。

(8)　資本金及び資本剰余金の明細

福岡県出資金

計

無償譲与

目的積立金 注)2

計

損益外減価償却
累 計 額

損益外減損損失
累 計 額

差 引 計

注)1 資本金の増加は県から土地・建物を無償譲与されたことに伴う増加であります。
注)2 当期増加額は、固定資産取得に伴う増加であります。
注)3 当期増加額は、固定資産に係る減損を認識したことによる減損損失の増加であります。

(9)　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細
(9)－1　積立金の明細

注）当期増加額は、平成２０年度の利益処分によるものであります。
　　また、当期減少額は、当該積立金の使途に沿った固定資産取得に伴う減少であります。

(9)－2　目的積立金の取崩しの明細

注）固定資産の取得による取崩であります。

その他

教育、研究及び診療
の質の向上並びに組
織運営の改善目的積
立金

25,147 注）

目的積立金取崩額 － － －

（単位：千円）

区　　　分 金　　額 摘　　要

教育、研究及び診療の質の向
上並びに組織運営の改善目的
積立金

127,321 129,134 25,147 231,309 注）

摘要

（単位：千円）

期末残高

▲ 492,791

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額

資本剰余金

59,509 - -

42,712

- ▲ 18,184 - ▲ 18,184 注)3

45,055 ▲ 537,847 -

127,369

▲ 544,810 - ▲ 601,977

25,147 -

102,222 25,147 -

59,509

▲ 57,166

947,955 18,731,253 - 19,679,209

67,860

資本金
947,955 18,731,253 - 19,679,209 注)1

摘要

（単位：千円）

期末残高区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額
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(10)

21,062 15,866

918 174

3,408 554

30,159 2,803

7,390 1,979

1,335 116

1,582 941

4,177 2,503

933 239

149 335

362 9,656

2,901 1,714

11 700 37,586

9,025

6,831

84,058 6,301

89 610

99 77

1,875 176,374 1,335

9

8

47,120 452

6,695 256

2,920 2,785 11,836

45,660

22,376

1,486 245

673 3,709 3,955

235

2,112

2,854 30,190

12 10,689

28,339 3,875 44,755

30,036 190,522

   

   984,552

120,737 313,764

157,275 59,154

1,196 152,487 1,509,958

10,215 289,424

      

3,571 215,292

567 13,758

52,650 27,640 256,691

7,056

26,825

92,806 183,476 16,454

   12,257

38,563 828

45,690 46,782

24,717 108,971 5,579

   2,235

10,609 1,443

6,014 658

2,896 69,199

71,784 19,441

1,498 5,092

1,036 52

345 29

43 13

774 88,523

387 5,540

16,890 21,740

785 113,066 944

5

694,938 538

81 297,442
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(1
1)
　
運
営
費
交
付
金
債
務
及
び
運
営
費
交
付
金
収
益
の
明
細

(1
1)
－
1　
運
営
費
交
付
金
債
務

（
単
位
：
千
円
）

(1
1)
－
2　
運
営
費
交
付
金
収
益

（
単
位
：
千
円
）

(1
2)
　
地
方
公
共
団
体
等
か
ら
の
財
源
措
置
の
明
細

(1
2)
－
1　
施
設
費
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(1
2)
－
2　
補
助
金
等
の
明
細

(1
3)
　
役
員
及
び
職
員
の
給
与
の
明
細

常
　
勤

非
常
勤

計

常
　
勤

非
常
勤

計

常
　
勤

非
常
勤

計

（
注
）

１
．
役
員
に
対
す
る
報
酬
は
、
公
立
大
学
法
人
九
州
歯
科
大
学
役
員
報
酬
規
程
に
基
づ
き
算
出
さ
れ
ま
す
。

２
．
教
職
員
の
給
与
及
び
退
職
手
当
は
、
公
立
大
学
法
人
九
州
歯
科
大
学
職
員
給
与
規
程
、
公
立
大
学
法
人
九
州
歯
科
大
学
教
員
年
俸
規
程
及
び
公
立
大
学
法
人
九
州
歯
科
大
学

　
　
職
員
退
職
手
当
規
程
に
基
づ
き
算
出
さ
れ
ま
す
。
な
お
、
退
職
手
当
は
給
料
月
額
に
勤
続
期
間
を
勘
案
し
て
算
出
さ
れ
ま
す
。

３
．
役
員
、
教
職
員
の
支
給
人
数
に
は
年
間
平
均
支
給
人
員
数
を
記
載
し
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
退
職
給
付
に
は
期
末
時
の
総
支
給
人
員
数
を
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

４
．
報
酬
又
は
給
与
欄
に
は
法
定
福
利
費
(1
84
,0
02
千
円
)が
含
ま
れ
て
お
り
ま
す
。

交
付
年
度

期
首
残
高

交
付

金
当
期
交
付
額

当
期
振
替
額

期
末
残
高

運
営
費
交
付
金

収
益
資

産
見

返
運
営
費
交
付
金
資
本
剰
余
金

小
　
計

28
7

2,
06
0

平
成
１
８
年
度

2,
34
8

-
28
7

-
-

61
,0
87

40
,8
79

平
成
１
９
年
度

10
1,
96
7

-
61
,0
87

-
-

9,
41
0

15
,2
32

平
成
２
０
年
度

24
,6
43

-
9,
41
0

-
-

1,
45
8,
60
2

10
3,
13
1

平
成
２
１
年
度

-
1,
56
1,
73
4

1,
45
8,
60
2

-
-

1,
52
9,
38
7

16
1,
30
4

合
　
計

12
8,
95
8

1,
56
1,
73
4

1,
52
9,
38
7

-
-

平
成
21
年
度

交
付
分

合
計

期
間
進
行
基
準
に
よ
る
も
の

-

業
務
等
区
分

平
成
18
年
度

交
付
分

平
成
19
年
度

交
付
分

平
成
20
年
度

交
付
分

-
-

1,
45
8,
60
2

1,
52
9,
38
7

17
3,
66
3

24
4,
44
9

1,
28
4,
93
8

1,
28
4,
93
8

費
用
進
行
基
準
に
よ
る
も
の

28
7

61
,0
87

9,
41
0

合
  
計

28
7

61
,0
87

9,
41
0

収
益
計
上

（
単
位
：
千
円
）

区
 分

当
期
交
付
額

当
期
振
替
額

摘
要

建
設
仮
勘
定

見
返
補
助
金
等

資
産
見
返

補
助
金
等

資
本
剰
余
金

長
期
預
り

補
助
金
等

11
9

戦
略
的
大
学
連
携
支
援
事
業
費

7,
40
1

-
7,
28
1

-
-

75
,7
77

臨
床
研
修
費
補
助
金

75
,7
77

-
-

-
-

75
,8
96

合
  
計

83
,1
78

-
7,
28
1

-
-

（
単
位
：
千
円
、
人
）

区
 分

報
酬
又
は
給
与

退
職
給
付

-

支
給
額

支
給
人
員

支
給
額

支
給
人
員

役
　
　
　
員

44
,0
55

3
-

44
,7
5570
0

1
-

- 14

4
-

-

教
職

員

1,
45
0,
80
4

20
1

59
,1
54

25
6,
69
1

14
6

-
- 14

1,
70
7,
49
5

34
7

59
,1
54

14

合
計

1,
49
4,
85
9

20
4

59
,1
54

1,
75
2,
25
1

35
1

59
,1
54

14

25
7,
39
1

14
7

-
-
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(14)　開示すべきセグメント情報

　　　受託事業費

注）１．セグメント区分は、業務内容に応じて区分しております。

　　２．帰属資産のうち、「消去又は法人共通」は、各セグメントに配賦しなかった資産であり、その内容は現金及び預金744,158千円です。

　　３．各セグメント別の損益外減価償却相当額、損益外減損損失相当額、並びに引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額は
　　　　次のとおりです。

（単位：千円）

　　４．人件費の配分方法の変更
　　　　従来、附属病院と医学研究院等の教職員人件費を、当該教職員が所属している部門に計上させるという帰属主義に基づいて配分して
　　　　おりましたが、「「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人会計基準注解」（平成２０年１１月２７日改正　総務省告
　　　　示）」の改訂に伴い、当事業年度から勤務実態に応じて配分する方法に変更しております。この変更により、従来と同一の方法を採
　　　　用した場合と比べ、附属病院セグメントの人件費は464,457千円増加し、その他セグメントの人件費は同額減少しています。

 　　　　また、附属病院セグメントの運営費交付金収益は464,457千円増加し、その他セグメントの運営費交付金収益は同額減少しているた
　　　　め、業務損益に与える影響はありません。

13,274 152,306 165,581

損益外減損損失相当額 - 18,184 18,184

引当外賞与増加見積額 9,925 4,757 14,682

引当外退職給付増加見積額

20,060,830 20,233,819

損益外減価償却相当額 - 544,810 544,810

区  分 附属病院 その他 合　計

- 20,233,819

帰属資産 340,924 20,071,393 20,412,318 744,158 21,156,476

 うち固定資産 172,989

業務損益 516,651 ▲ 393,027 123,624 - 123,624

　　　小　　計 2,043,005 1,311,042 3,354,047 - 3,354,047

- 46,972

財務収益 53 527 581

雑益 3,063 43,908 46,972

- 12,616

資産見返負債戻入 1,315 132,674 133,990

- 581

- 133,990

- 75,896

寄附金収益 -

補助金等収益 75,777 119 75,896

12,616 12,616

受託事業等収益 - 4,140 4,140

- 1,134,944

受託研究等収益 148 13,347 13,495

- 4,140

- 13,495

- 402,021

附属病院収益 1,134,944

学生納付金収益 - 402,021 402,021

- 1,134,944

運営費交付金収益 827,701 701,686 1,529,387

- 3,230,422

業務収益

- 1,529,387

- 4,159

　　　小　　計 1,526,353

　雑損 900 3,259 4,159

1,704,069 3,230,422

　財務費用 1,624 577 2,201

　一般管理費 1,188 296,253 297,442

3,955 -

- 2,201

1,811,405

- 297,442

11,835 11,836

3,955

　　　人件費 827,701 983,703 1,811,405 -

- 3,955

- 11,836

　　　教育研究支援経費 - 37,586 37,586 - 37,586

　　　受託研究費 0

　　　診療経費 694,938 - 694,938

- 176,374

　　　研究経費 - 190,522 190,522

- 694,938

- 190,522

- 2,926,618

　　　教育経費 -

　業務費 1,522,640 1,403,978 2,926,618

176,374 176,374

業務費用

（単位：千円）

消去又は法人共通 合　計区  分 附属病院 その他 小　計
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(1
5)
  
寄
附
金
の
明
細

(1
6)
  
受
託
研
究
の
明
細

注
)1
　
前
年
度
終
了
の
ヤ
ン
セ
ン
フ
ァ
ー
マ
㈱
治
験
受
託
研
究
費
（
5,
40
7千
円
）
を
臨
時
利
益
と
し
て
お
り
ま
す
。

注
)2
　
(財
)福
岡
IS
T受
託
研
究
費
(2
,6
50
千
円
）
及
び
フ
ァ
イ
ザ
ー
㈱
治
験
受
託
研
究
費
(1
3千
円
）
に
つ
き
ま
し
て
は
入
金
が
平
成
22
年
度
と
な
る
こ
と
か
ら

　
　
　
未
収
入
金
計
上
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

(1
7)
  
共
同
研
究
の
明
細

(1
8)
  
受
託
事
業
等
の
明
細

注
）
福
岡
県
緊
急
雇
用
創
出
事
業
（
4,
14
0千
円
）
に
つ
き
ま
し
て
は
入
金
が
平
成
22
年
度
と
な
る
こ
と
か
ら
未
収
入
金
計
上
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

(1
9)
科
学
研
究
費
補
助
金
の
明
細

注
）
上
段
（
　
）
内
に
直
接
経
費
相
当
額
を
、
下
段
に
間
接
経
費
相
当
額
を
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

（
単
位
：
千
円
）

区
　
分

当
期
受
入
額

件
数
（
件
）

摘
要

附
属
病
院

-
-

そ
の
他

22
,0
66

25
注
）

注
）
当
期
受
入
は
、
現
物
寄
附
額
8,
01
2千
円
（
6件
）
を
含
ん
で
お
り
ま
す
。

（
単
位
：
千
円
）

合
　
計

22
,0
66

25

-

区
　
分

期
首
残
高

当
期
受
入
額

受
託
研
究
等
収
益

注
)1
･注
)2

期
末
残
高

附
属
病
院

14
8

-
14
8

87
8

そ
の
他

10
,6
34

7,
74
2

17
,4
98

87
8

合
　
計

10
,7
83

7,
74
2

17
,6
46

（
単
位
：
千
円
）

区
　
分

期
首
残
高

当
期
受
入
額

受
託
研
究
等
収
益

期
末
残
高

1,
45
5

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

附
属
病
院

-
-

-
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

そ
の
他

2,
71
2

-
1,
25
6

期
末
残
高

（
単
位
：
千
円
）

合
　
計

2,
71
2

-
1,
25
6

1,
45
5

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

区
　
分

期
首
残
高

当
期
受
入
額

受
託
事
業
等
収
益

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

附
属
病
院

-
-

-
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

そ
の
他

-
4,
14
0

4,
14
0

（
単
位
：
千
円
）

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

合
　
計

-
4,
14
0

4,
14
0

種
目

当
期
受
入

件
数

摘
要

3,
99
0

4
日
本
学
術
振
興
会

科
学
研
究
費
補
助
金
・
基
盤
研
究
Ｂ

( 
13
,3
00
 )

(4
)

-
-

日
本
学
術
振
興
会

科
学
研
究
費
補
助
金
・
萌
芽
研
究

7,
22
1

24
日
本
学
術
振
興
会

科
学
研
究
費
補
助
金
・
基
盤
研
究
Ｃ

( 
24
,0
71
 )

(2
4)

( 
4,
80
0 
)

(3
)

1,
90
8

6

51
0

1

日
本
学
術
振
興
会

科
学
研
究
費
補
助
金
・
若
手
研
究

( 
6,
36
0 
)

(6
)

日
本
学
術
振
興
会

科
学
研
究
費
補
助
金
(分
担
金
)･
基
盤
研
究
Ａ

( 
1,
70
0 
)

(1
)

21
3

7
日
本
学
術
振
興
会
（
分
担
金
）

科
学
研
究
費
補
助
金
(分
担
金
)･
基
盤
研
究
C

( 
71
0 
)

(7
)

7,
74
0

20

-
-

文
部
省
科
研
費
・
若
手
研
究
Ｂ

( 
25
,8
00
 )

(2
0)

厚
生
労
働
省
　
科
学
研
究
費
補
助
金

循
環
器
疾
患
等
総
合
研
究

( 
50
0 
)

(1
)

-
-

厚
生
労
働
省
　
科
学
研
究
費
補
助
金

長
寿
科
学
総
合
研
究

( 
8,
60
0 
)

(3
)

-
-

厚
生
労
働
省
　
科
学
研
究
費
補
助
金

(分
担
金
)技
術
能
力
向
上
試
験
研
究

( 
40
0 
)

(1
)

21
,5
82

62
合
　
計

( 
86
,2
41
 )

(7
0)
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(2
0)
　
上
記
以
外
の
主
な
資
産
、
負
債
、
費
用
及
び
収
益
の
明
細

①
現
金
及
び
預
金

小
口
現
金
(1
00
千
円
）
を
含
む

②
未
　
払
　
金

ﾌｧ
ｲﾅ
ﾝｽ
ﾘｰ
ｽ（
３
月
計
上
分
）
を
含
む

郵
便
貯
金
(1
,0
69
千
円
を
含
む
）

（
単
位
：
千
円
）

区
　
分

金
　
額

摘
　
要

現
金

2,
83
0

普
通
預
金

74
1,
32
7

区
　
分

金
　
額

摘
　
要

合
　
計

74
4,
15
8

（
単
位
：
千
円
）

人
件
費

24
,8
47

固
定
資
産

85
,3
03

そ
の
他

19
7,
10
3

合
　
計

30
7,
25
3



公告

地方独立行政法人法 (平成15年法律第118号) 第34条第４項の規定に基づき､ 公立大

学法人福岡女子大学平成21年度財務諸表について､ 次のとおり公告します｡

平成22年10月１日

公立大学法人福岡女子大学

理事長 �木 誠
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(
2
2

3
3

)
(

:
)

.
3
,

9
,6

6
5

,6
6
9
,6

5
 3

9
5
,7

2
5

,2
7
3
,8

9
0

-
3
6
,2

5
 

5
,0

6
2

,
5
3

-
2
3
2
,3

8
9

 
0
,8

9
8

2
,4

9
0

-
6
0
2
,6

2
6

,
8
6

 9
7
7

2
0
8

5
,2

,0
3
5

.

9
,0

5
5

4
7

2
,

7

,3
2

5
,2

2
2
,3

5
6

4
0
3
,5

4
4

4
,4

2
0

6
,

6
4

 
,0

4
5
,

4
9

3
4
8

8
2
2

6
8

4
2
4
,3

5
4

5
,6

4
6
,7

0

5
7
8
,7

8
5

0
,

6
9
,2

6
0

3
,4

4
2

7
2
,6

0
5

3
3
,0

0
2

7
4
5
,6

0
7

5
,5

8
8

6
2
,9

0
2

5
0
0

9
8
,0

5
6

7
2
4

3
7
9

5
,6

5
8

2
8
3
,8

0

,0
2
9
,4
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(
2
2

3
3

)
(

:
)

4
,8

3
7
,7

6
5

4
,8

3
7
,7

6
5

0
,4

7
2

 3
9

,7
7
3 -

 3
8

,3
0

,3
4
6

5
,9

5
9

4
3
,5

2
2

(4
3
,5

2
2
)

6
0
,8

2
8

4
,6

7
,2

9

5
,6

4
6
,7

0
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(
2

4
2
2

3
3

)
(

:
)

,5
0

6
8
,3

0

2
3
,5

9
8

7
,0

4

,3
2
4

4
0
,4

9
7

6
7
2
,7

3
0

2
9
,0

6
5

,
6
4
,0

8
0

2
6
,7

9
4

,4
8
7 0

,4
8
7

,2
9
2
,3

7
3

7
4
,4

0
4

4
0
,8

9
7

7
2
,3

0

6
,

8
8

5
,7

0
3

,5
0
0

7
,2

0
3

,8
3
5

,8
3
5

7
,7

4
0

3
3
,8

6

2
,9

7
0

,5
2
4

,
9

3
,8

2
3

2
9
,4

3
8

3
6
9

5
5
9 4

9
4
3

6
,5

6

8
4

9
,0

8
2

5
,2

5
6

2
,0

3
9

,3
3
5
,8

6

4
3
,4

4
2

0

2
,5

4
8

2
,2

4
6

4
,7

9
4

2
,5

4
8

8
8

2
,

3
7

4
,8

7
3

4
3
,5

2
2 -

4
3
,5

2
2
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(
2

4
2
2

3
3

)

(
:

)

 
7
2
,5

5

 9
8
4
,6

9

 
0
5
,0

3
4

7
5
6
,8

8
7

4
4

,
0
6

7
2
,3

0

6
,

8
8

7
,2

0
3

2
5
0

4
3
,7

8
0

7
,7

5
0

2
5
,2

4
6

3
9

 
8
,8

0
0

 4
8
,5

3

 5
9
6

 4
9
,

0
9

3
6
9

 
 4

8
,7

4
0

 
6
,5

0
4

 
,4

8
7

 
 

7
,9

9

-

5
2
,0

6
8

3
5

,4
7
5

4
0
3
,5

4
4
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4
3
,5

2
2
,0

9

4
3
,5

2
2
,0

9

-

4
3
,5

2
2
,0

9
4
3
,5

2
2
,0

9
4
3
,5

2
2
,0

9
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(
2

4
2
2

3
3

)

(
:

)

(
)

,
6
4
,0

8
0

2
6
,7

9
4

,4
8
7

4
,7

9
4

,2
9
7
,

6
7

(2
)

 4
0
,8

9
7

 7
2
,3

0

 
6
,

8
8

 
7
,2

0
3

 
,8

3
5

 7
,7

4
0

 
,5

2
4

 3
,8

2
3

 9
4
3

 2
,0

3
9

 4
,8

7
3

 5
7
8
,3

7
8

7
8
,7

8
9

9
7
,9

4
3 -

 
,

5
0

 6
,8

3

-

6
2
,9

2
3 -

6
2
,9

2
3 -

8
7

,6
7
5
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2
(

)
  

7
3
7

  
 

5
2
5 0

 
8
4
)

(2
)

  
5

3
(

)
 

(2
)

  
8
6

(3
)

 

4
 

5
 

2
2

.3
9
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  7
7
6
,

7
8

2
 

(
)

 
,

5
0

(2
)

 
4
,6

7
,2

9

 
9
3
,6

6

2
 

7
5
9
,9

4
5

 
2
2

3
3

 4
0
3
,5

4
4

2
 

8
,4

0
7

 

 
  

 
7
9
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6
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6
2
,9

2
3



�

�

�

�

�

�
�
�

�
�
�

�

�

�

�
�

	


�
�
�



��

（
単
位
：
千
円
）

当
期
償
却
額

有
形
固
定
資
産

（
償
却
費
損
益
内
）

建
物

1
1
,9

1
4

1
1
,6

0
1

-
2
3
,5

1
5

3
,9

5
1

1
,6

5
1

1
9
,5

6
4

構
築
物

3
6
,2

1
5

-
-

3
6
,2

1
5

1
5
,0

6
1

3
,8

3
2

2
1
,1

5
3

工
具
器
具
備
品

1
7
3
,7

1
8

7
7
,8

0
1

2
9
,5

3
0

2
2
1
,9

8
9

1
1
0
,8

9
8

1
0
,1

0
0

1
1
1
,0

9
0

図
書

5
8
9
,1

7
6

1
3
,4

4
9

-
6
0
2
,6

2
6

-
-

6
0
2
,6

2
6

そ
の
他
の
有
形
固

定
資
産

1
,1

8
6

-
-

1
,1

8
6

9
7
7

2
4
4

2
0
8

計
8
1
2
,2

1
1

1
0
2
,8

5
2

2
9
,5

3
0

8
8
5
,5

3
2

1
3
0
,8

8
9

1
5
,8

2
9

7
5
4
,6

4
3

有
形
固
定
資
産

（
償
却
費
損
益
外
）

建
物

1
,6

4
6
,1

0
0

-
-

1
,6

4
6
,1

0
0

3
9
1
,7

7
3

9
7
,9

4
3

1
,2

5
4
,3

2
6

計
1
,6

4
6
,1

0
0

-
-

1
,6

4
6
,1

0
0

3
9
1
,7

7
3

9
7
,9

4
3

1
,2

5
4
,3

2
6

非
償
却
資
産

土
地

3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

3
,1

9
1
,6

6
5

工
具
器
具
備
品

(絵
画
）

1
0
,4

0
0

-
-

1
0
,4

0
0

-
-

1
0
,4

0
0

計
3
,2

0
2
,0

6
5

-
-

3
,2

0
2
,0

6
5

-
-

3
,2

0
2
,0

6
5

有
形
固
定
資
産
合
計
土
地

3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

3
,1

9
1
,6

6
5

建
物

1
,6

5
8
,0

1
4

1
1
,6

0
1

-
1
,6

6
9
,6

1
5

3
9
5
,7

2
5

9
9
,5

9
5

1
,2

7
3
,8

9
0

構
築
物

3
6
,2

1
5

-
-

3
6
,2

1
5

1
5
,0

6
1

3
,8

3
2

2
1
,1

5
3

工
具
器
具
備
品

1
8
4
,1

1
8

7
7
,8

0
1

2
9
,5

3
0

2
3
2
,3

8
9

1
1
0
,8

9
8

1
0
,1

0
0

1
2
1
,4

9
0

図
書

5
8
9
,1

7
6

1
3
,4

4
9

-
6
0
2
,6

2
6

-
-

6
0
2
,6

2
6

そ
の
他
の
有
形
固

定
資
産

1
,1

8
6

-
-

1
,1

8
6

9
7
7

2
4
4

2
0
8

計
5
,6

6
0
,3

7
6

1
0
2
,8

5
2

2
9
,5

3
0

5
,7

3
3
,6

9
8

5
2
2
,6

6
3

1
1
3
,7

7
2

5
,2

1
1
,0

3
5

無
形
固
定
資
産

（
償
却
費
損
益
内
）

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

2
0
,6

2
8

-
-

2
0
,6

2
8

1
1
,5

7
3

4
,1

2
5

9
,0

5
5

電
話
加
入
権

1
4
7

-
-

1
4
7

-
-

1
4
7

そ
の
他
の
無
形

固
定
資
産

1
,5

2
1

5
9
6

-
2
,1

1
7

-
-

2
,1

1
7

計
2
2
,2

9
7

5
9
6

-
2
2
,8

9
4

1
1
,5

7
3

4
,1

2
5

1
1
,3

2
1

投
資
そ
の
他
の
資
産
敷
金
･保
証
金

-
-

-
-

-
-

-

計
-

-
-

-
-

-
-

(2
)　
た
な
卸
資
産
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

種
　
類

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
　
要

当
期
購
入
・

製
造
・
振
替

そ
の
他

払
出
・
振
替

そ
の
他

貯
蔵

品
49
1

96
9

-
1,
11
2

-
34
8

計
49
1

96
9

-
1,
11
2

-
34
8

附
　
属
　
明
　
細
　
書

資
　
産
　
の
　
種
　
類

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

減
価
償
却
累
計
額

差
引
当
期
末

残
高

摘
　
要

(1
)　
固
定
資
産
の
取
得
及
び
処
分
並
び
に
減
価
償
却
費
（
「
第
84
　
特
定
の
償
却
資
産
の
減
価
に
係
る
会
計
処
理
」
に
よ
る
損
益
外
減
価
償
却
相
当
額

も
含
む
。
）
の
明
細
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(3
) (3

)

(3
)

2

(4
)

(5
)

(6
) (6

)

(6
)

2

3
,0

2
3

3
,

4
6
,

6
4

,0
4

-
,0

4

3
,0

2
3

3
,

4
6
,

6
4

,0
4

-
,0

4

(6
)

3

(7
)
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(8
)

(
)

4
,8

3
7
,7

6
5

-
-

4
,8

3
7
,7

6
5

4
,8

3
7
,7

6
5

-
-

4
,8

3
7
,7

6
5

0
,4

7
2

-
-

0
,4

7
2

-
-

-
-

0
,4

7
2

-
-

0
,4

7
2

 2
9
3
,8

3
0

 9
7
,9

4
3

-
 3

9
,7

7
3

4
,5

5
4
,4

0
7

 9
7
,9

4
3

-
4
,4

5
6
,4

6
3

(9
) (9

)

9
,6

3
5

2
4
,3

2
4

5
,9

5
9

,3
4
6

,3
4
6

9
2
,9

8
2
4
,3

2
4

7
,3

0
6

2
0

(9
)

2

(
0
) (
0
)

8
2
6

-
-

-
-

-
2
6

9
4
7
,2

4
8

-
-

-
-

-
4
7
,2

4
8

2
0

2
5
,8

3
-

3
,7

8
9

-
-

3
,7

8
9

2
2
,0

4

2
-

7
5
6
,8

8
7

7
0
,6

4
-

-
7

0
,6

4
4
6
,2

7
2

7
3
,

0
6

7
5
6
,8

8
7

7
4
,4

0
4

-
-

7
4
,4

0
4

5
,5

8
8

(
0
)

2

8
9

2
0

2

-
-

-
6
0
9
,3

8
4

6
0
9
,3

8
4

-
-

3
,7

8
9

0
,2

2
9

0
5
,0

9

  
-

-
3
,7

8
9

7
0
,6

4
7

4
,4

0
4

4
0

4
0
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(1
1
) (1
1
)

1

(1
1
)

2

2
0
,9

0
2

-
5
,2

8
5

-
1
5
,6

1
6

1
8
,2

0
0

-
-

-
1
8
,2

0
0

3
9
,1

0
2

5
,2

8
5

3
3
,8

1
6

(1
2)
　
役
員
及
び
教
職
員
の
給
与
の
明
細

（
単
位
：
千
円
、
人
）

区
 分

報
酬
又
は
給
与

退
職
給
付

支
給
額

支
給
人
員

支
給
額

支
給
人
員

常
　
勤

39
,8
32

3
-

-

非
常
勤

66
5

1
-

-

計
40
,4
97

4
-

-

常
　
勤

74
6,
30
6

81
51
,0
79

5

非
常
勤

10
9,
09
2

71
-

-

計
85
5,
39
9

15
2

51
,0
79

5

常
　
勤

78
6,
13
9

84
51
,0
79

5

非
常
勤

10
9,
75
7

72
-

-

計
89
5,
89
6

15
6

51
,0
79

5

（
注
） 1 2 3 4 5
　
報
酬
又
は
給
与
欄
に
は
法
定
福
利
費
(8
9,
75
0千
円
)が
含
ま
れ
て
お
り
ま
す
。

(1
3
)

　
非
常
勤
教
職
員
の
給
与
に
は
、
受
託
研
究
費
の
非
常
勤
教
職
員
の
給
与
4,
26
8千
円
、
受
託
事
業
費
の
非
常
勤
教
職
員
の
給
与
10
,4
13
千
円
が

含
ま
れ
て
お
り
ま
す
。

役
員

教
職
員

合
計

　
役
員
に
対
す
る
報
酬
は
、
公
立
大
学
法
人
福
岡
女
子
大
学
役
員
報
酬
規
程
に
基
づ
き
支
給
し
て
お
り
ま
す
。

　
教
職
員
の
給
与
及
び
退
職
手
当
は
、
公
立
大
学
法
人
福
岡
女
子
大
学
職
員
給
与
規
程
、
公
立
大
学
法
人
福
岡
女
子
大
学
教
員
年
俸
規
程
、
公

立
大
学
法
人
福
岡
女
子
大
学
職
員
退
職
手
当
規
程
、
公
立
大
学
法
人
福
岡
女
子
大
学
非
常
勤
職
員
等
賃
金
規
程
に
基
づ
き
支
給
し
て
お
り
ま

す
。

　
役
員
、
教
職
員
の
支
給
人
数
に
は
年
間
平
均
支
給
人
員
数
を
記
載
し
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
退
職
給
付
に
は
総
支
給
人
員
数
を
記
載
し
て
お

り
ま
す
。
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(1
4
)

(
:

)

1
8
,9

3
3

2
,3

8
7

5
,7

3
5

1
6
,9

0
7

5
,0

9
1

6
1
7

2
,2

4
3

2
,1

3
8

2
2
7

6
,7

5
9

6
8
2

1
,6

2
7

9
7

1
4
,1

3
2

9
,3

4
4

2
2
,8

0
8

1
,7

7
5

1
1
1
,5

1
0

2
2
,1

5
7

1
,5

3
2

1
,3

3
1

6
,5

1
4

1
4
,0

7
5

7
6
2

1
,1

2
9

2
1
7

1
8
3

2
,0

8
4

1
5
5

2
,9

0
0

1
1
,0

5
7

4
,2

0
9

6
8
,3

1
0

8
3
6

1
0
0

3
,7

1
3

1
2
7

1
0
0

1
,7

1
3

3
,0

1
7

6
3
0

6
8

9
,3

1
1

1
,3

7
1

2
,6

0
7

2
3
,5

9
8

1
7
,0

4
1

1
1
,3

2
4

2
7
,4

4
7

9
,7

6
1

3
,2

8
8

4
0
,4

9
7
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(1
4
)

(
:

)

3
8
4
,2

9
6

1
3
7
,1

7
6

5
1
,0

7
9

6
4
,1

4
0

6
3
6
,6

9
3

3
6
,0

3
7

3
6
,0

3
7

6
7
2
,7

3
0

1
0
6
,3

7
4

3
6
,8

4
5

1
7
,4

7
3

1
6
0
,6

9
3

4
6
,8

0
6

6
,7

1
8

4
,8

4
7

5
8
,3

7
2

2
1
9
,0

6
5

6
,8

0
2

1
,4

0
2

4
6
4

5
,3

3
2

8
,2

5
0

1
,7

0
8

2
,1

9
1

3
1
2

5
,1

3
4

1
1
,3

3
2

1
,1

1
7

4
0
1

4
0

3
2
1

6
8
,3

6
4

1
,4

8
2

1
0
,2

4
8

7
8
1

1
,1

0
0

1
2
6
,7

9
4
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(1
5
) 

 

1
8
,7

0
5

(1
0
,9

5
5
)

1
4

(-
)

(1
6
) 

 

-
1
5
,7

0
3

1
5
,7

0
3

-

(1
7
) 

 

-
1
,5

0
0

1
,5

0
0

-

(1
8
) 

 

-
1
1
,8

3
5

1
1
,8

3
5

-

(1
9
)

( 
1
,6

0
0
 )

3

4
8
0

( 
1
6
,0

0
0
 )

6

4
,8

0
0

( 
6
,7

0
0
 )

5

2
,0

1
0

( 
7
,1

0
0
 )

1

2
,1

3
0

( 
2
4
,9

5
0
 )

1
5

7
,4

8
5

( 
 )
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(2
0
) (2
0
)-

 

8
5

2
0
3
,4

5
9

2
0
0
,0

0
0

4
0
3
,5

4
4

(2
0
)-

2
 

3
0
,6

2
5

8
,0

2
3

4
9
,4

0
8

9
8
,0

5
6

 
3
,6

7
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注
  
記

  
事

  
項
 

  Ⅰ
 
重
要
な
会
計
方
針
  

 
１
 
運
営
費
交
付
金
収
益
及
び
授
業
料
収
入
の
計
上
基
準
  

  
 
 
期
間
進
行
基
準
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。
  

  
 
 
な
お
、
退
職
手
当
及
び
特
別
交
付
金
の
う
ち
の
特
別
経
費
に
つ
い
て
は
費
用
進
行
基
準
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。
  

  
２
 
減
価
償
却
の
会
計
処
理
方
法
  

（
１
）
有
形
固
定
資
産
  

定
額
法
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。
  

  
  
 
 
耐
用
年
数
に
つ
い
て
は
、
法
人
税
法
上
の
耐
用
年
数
を
基
準
と
し
て
お
り
ま
す
。
 

  
  
  
 
な
お
、
主
な
資
産
の
耐
用
年
数
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
り
ま
す
。
 

  
  
  
  
建
物
  
  
  
  
 
 
５
～
４
４
年
  

  
  
  
  
 
構
築
物
  
  
  
  
 ３
～
４
７
年
  

  
  
  
  
 
工
具
器
具
備
品
  
  
１
～
１
４
年
  

  
  
  
 
ま
た
、
特
定
の
償
却
資
産
（
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
第
８
４
）
の
減
価
償
却
相
当
額
に
つ
い
て
は
、
損
益

外
減
価
償
却
累
計
額
と
し
て
資
本
剰
余
金
か
ら
控
除
し
て
表
示
し
て
お
り
ま
す
。
  
 

（
２
）
無
形
固
定
資
産
  

  
  
 
 
定
額
法
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。
  

 
 
 
 
な
お
、
法
人
内
利
用
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
に
つ
い
て
は
、
法
人
内
に
お
け
る
利
用
可
能
期
間
（
５
年
）
に
基
づ
い
て

償
却
し
て
お
り
ま
す
。
 

   
３
 
引
当
金
の
計
上
基
準
  

（
１
）
賞
与
引
当
金
及
び
見
積
額
の
計
上
基
準
 

賞
与
に
つ
い
て
は
、
翌
期
以
降
の
運
営
費
交
付
金
に
よ
り
財
源
措
置
が
な
さ
れ
て
い
る
た
め
、
賞
与
引
当
金
は
計

上
し
て
お
り
ま
せ
ん
。
 

な
お
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施
コ
ス
ト
計
算
書
に
お
け
る
引
当
外
賞
与
増
加
見
積
額
は
、
当
事
業
年
度
末
の
引
当
外

賞
与
見
積
額
か
ら
前
事
業
年
度
末
の
同
見
積
額
を
控
除
し
た
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。
 

（
２
）
退
職
給
付
に
係
る
引
当
金
及
び
見
積
額
の
計
上
基
準
 

退
職
一
時
金
に
つ
い
て
は
、
運
営
費
交
付
金
に
よ
り
財
源
措
置
が
な
さ
れ
る
た
め
、
退
職
給
付
に
係
る
引
当
金
は

計
上
し
て
お
り
ま
せ
ん
。
 

な
お
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施
コ
ス
ト
計
算
書
に
お
け
る
引
当
外
退
職
給
付
増
加
見
積
額
は
、
地
方
独
立
行
政
法
人

会
計
基
準
第
８
６
に
基
づ
き
計
算
さ
れ
た
退
職
一
時
金
に
係
る
退
職
給
付
引
当
金
の
当
期
増
加
額
を
計
上
し
て
お
り

ま
す
。
 

  
４
 
た
な
卸
資
産
の
評
価
基
準
及
び
評
価
方
法
  

  
 
 
た
な
卸
資
産
（
貯
蔵
品
）
 
 
評
価
基
準
：
低
価
法
 
  

  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
 
 
 
 
 
評
価
方
法
：
最
終
仕
入
原
価
法
 

   
５
 
行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施
コ
ス
ト
計
算
書
に
お
け
る
機
会
費
用
の
計
上
方
法
  

  
（
１
）
国
又
は
地
方
公
共
団
体
財
産
の
無
償
又
は
減
額
さ
れ
た
使
用
料
に
よ
る
貸
借
取
引
の
機
会
費
用
の
計
算
方
法
  

  
  
  
 福
岡
県
河
川
流
水
占
用
料
等
徴
収
条
例
を
参
考
に
計
算
し
て
お
り
ま
す
。
  

  
（
２
）
地
方
公
共
団
体
出
資
等
の
機
会
費
用
の
計
算
に
使
用
し
た
利
率
  

  
  
  
 
10
年
利
付
国
債
の
平
成
22
年
3
月
末
利
回
り
を
参
考
に
1.
39
5％
で
計
算
し
て
お
り
ま
す
。
  

  
６
 
リ
ー
ス
取
引
の
会
計
処
理
 

リ
ー
ス
料
総
額
が
３
０
０
万
円
以
上
の
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
に
つ
い
て
は
、
通
常
の
売
買
取
引
に
係
る
方

法
に
準
じ
た
会
計
処
理
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。
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７
 
消
費
税
の
会
計
処
理
  

  
 
 
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
会
計
処
理
方
法
は
、
税
込
方
式
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。
  

  
８
 
そ
の
他
 

利
益
の
処
分
に
関
す
る
書
類
を
除
き
、
記
載
金
額
は
千
円
単
位
と
し
、
表
示
単
位
未
満
に
つ
い
て
は
切
り
捨
て
表
示

し
て
お
り
ま
す
。
 

 Ⅱ
 
改
訂
後
の
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
の
適
用

 
１
 
固
定
資
産
の
減
損
に
係
る
会
計
基
準
の
適
用

 
当
事
業
年
度
か
ら
「
固
定
資
産
の
減
損
に
係
る
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
・
同
注
解
」
（
平
成
２
０
年
１
１
月
２

７
日
 
総
務
省
告
示
）
を
適
用
し
て
お
り
ま
す
。

 
な
お
、
こ
の
変
更
に
係
る
減
損
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 
  
２
 
改
訂
後
の
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
の
適
用

 
 
当
事
業
年
度
か
ら
改
訂
後
の
「
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
・
同
注
解
」
（
平
成
２
０
年
１
１
月
２
７
日
 
総
務
省

告
示
）
を
適
用
し
て
お
り
ま
す
。

 
（
１
）
引
当
外
賞
与
増
加
見
積
額

 
当
事
業
年
度
か
ら
行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施
コ
ス
ト
計
算
書
に
引
当
外
賞
与
増
加
見
積
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。
こ
の

変
更
に
よ
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施
コ
ス
ト
に
与
え
る
影
響
額
は
△

3,
60

1
千
円
で
あ
り
ま
す
。

 
（
２
）
純
資
産

 
当
事
業
年
度
か
ら
「
資
本
」
を
「
純
資
産
」
と
し
て
表
示
し
て
お
り
ま
す
。
従
来
の
「
資
本
の
部
」
の
合
計
に
相
当

す
る
金
額
は

7,
94

7,
31

3
千
円
で
あ
り
ま
す
。

 
 Ⅲ
 
「
貸
借
対
照
表
」
注
記
 

 
１
 
退
職
給
付
引
当
金
の
見
積
額
 

 
 
 
運
営
費
交
付
金
か
ら
充
当
さ
れ
る
べ
き
退
職
給
付
引
当
金
の
見
積
額
は
、
68
7,
71
9
千
円
で
す
。
 

 Ⅳ
 
「
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
」
注
記
  

 
１
  
資
金
の
期
末
残
高
の
貸
借
対
照
表
科
目
別
の
内
訳
  

  
  
  
平
成
22
年
3
月
31
日
 

  
  
 
現
金
及
び
預
金
  
  
  
  
  
 4
78
,2
54
千
円
  

   
２
  
重
要
な
非
資
金
取
引
の
内
容
 

該
当
す
る
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。
 

 Ⅴ
 「
行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施
コ
ス
ト
計
算
書
」
注
記
  

  
１
 
引
当
外
賞
与
増
加
見
積
額
に
つ
い
て
は
、
福
岡
県
か
ら
の
派
遣
職
員
に
係
る
金
額
24
9
千
円
を
含
み
ま
す
。
 

 ２
 
引
当
外
退
職
給
付
増
加
見
積
額
に
つ
い
て
は
、
福
岡
県
か
ら
の
派
遣
職
員
に
係
る
金
額
△
8,
10
1
千
円
を
含
み
ま
す
。
 

  
 

  
 ３
 
機
会
費
用
の
内
訳
 

設
立
団
体
に
係
る
額
 
 
10
9,
30
3
千
円
 

 Ⅵ
 
重
要
な
債
務
負
担
行
為
  

 
 
該
当
す
る
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。
  

 Ⅶ
 
重
要
な
後
発
事
象
  

  
 
該
当
す
る
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。
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